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１ はじめに 

 

 鎌ケ谷市では、少子高齢化の進展に伴う課題に対し、これまでも子育て世代や共働き世代を

中心とした人口流入策や都市基盤整備などに取り組むことで、魅力あるまちづくりを進めてき

ました。 

 

 そのような中、国においては、平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」を施行し、

同年 12 月には、人口の現状や将来の展望を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

及び今後５か年の目標や施策の基本的方向等を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定し、人口減少の克服と地方創生を合わせて進めていくこととしています。 

 

 本市においても、平成 27 年 10 月に、産業団体、行政機関、大学や教育機関、金融機関、メ

ディア等を構成員とする「鎌ケ谷市総合戦略等検討委員会」を設置し、地方創生の推進に取り

組んでいます。 

 

 本ビジョンは、人口減少がもたらす影響に関する認識をあらゆる主体の皆様と共有するとと

もに、今後目指すべき将来の方向を提示し、共に取り組んでいけるよう、人口の現状と将来展

望を示したものです。 
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２ 鎌ケ谷市の人口の状況 

２－１ 人口動向分析 

（１）総人口の推移 

 本市の人口は、昭和 35（1960）年から増加傾向が続き、平成 17（2005）年に一旦減少に転じ

るも、平成 22（2010）年は約 10万８千人となっています。 

 国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計では、平成 32（2020）年

に約 11万１千人まで増加し、その後は減少傾向が続き、平成 52（2040）年には、約 10万４千

人程度まで減少すると予測されています。 

 

図表 総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（1930～2010 年）、国立社会保障・人口問題研究所平成 25年３月推計 
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（２）年齢３区分別人口の推移 

 生産年齢人口（15～64歳）は、平成 12（2000）年の約７万５千人をピークに減少に転じ、平

成 22（2010）年には約７万人まで減少しました。国勢調査及び社人研の推計では、減少傾向が

さらに続き、平成 52（2040）年には約５万７千人に減少すると予測されています。 

 年少人口（14歳以下）は、昭和 55（1980）年以降減少傾向が続いていましたが、平成 22（2010）

年に一旦増加に転じ、約１万４千人となっています。推計では、平成 27（2015）年以降減少傾

向が継続し、平成 52（2040）年には約１万９百人まで減少するとされています。 

 老年人口（65 歳以上）は、昭和 55（1980）年以降増加を続け、平成 22（2010）年には約２

万４千人まで増加しました。推計では、平成 27（2015）年以降も増加傾向が継続し、平成 52

（2040）年には約３万６千人まで増加するとされています。 

 

図表 年齢３区分別の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（1930～2010 年）、国立社会保障・人口問題研究所平成 25年３月推計 
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しない場合があります（以降の表・グラフについても同様）。 

  

76,157

85,705

95,052
99,694

102,573 102,812
107,853

110,504 111,105 110,471 108,848 106,558
103,974

22,548 21,267
17,807

15,389 14,426

14,003 14,288

14,138 13,463 12,599 11,693 11,191 10,869

50,303

59,671

70,725

75,277 75,408
71,115 69,766

66,797 65,662 65,729 64,822
61,864

57,175

3,307 4,767 6,520

9,028
12,738

17,694

23,799
29,569

31,980 32,143 32,333 33,503
35,930

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

（人）

総人口（人） 年尐人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人）

社人研による推計値



 

4 

 

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年
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（３）出生・死亡数、転入・転出数の推移 

 出生数は、１千人前後の水準で推移していましたが、平成 25（2013）年以降、減少傾向が続

いています。 

 死亡数は、平成 12（2000）年にかけて約５百人程度で推移していましたが、その後増加傾向

に転じ、平成 23（2011）年に初めて８百人を超過しました。 

 転出数は、平成８（1996）年の約６千５百人をピークに、年によって増減はあるものの減少

傾向が続いていましたが、平成 24（2012）年より増加に転じています。 

 転入数は、平成９（1997）年の約７千人をピークに、年によって増減はあるものの５～６千

人の水準で推移してきました。平成 25（2013）年に初めて５千人を下回りましたが、その後は

増加傾向に転じています。 

図表 出生・死亡数、転入・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 
※各年の値は、前年４月 1日～３月 31 日までを調査した数値です。なお、平
成 26（2014）年から、前年１月 1日～12月 31 日に変更されています。 

 

（４）合計特殊出生率の推移 

 本市の合計特殊出生率は、全国平均と比べ低い数となっています。年により増減はあるも

のの、概ね千葉県平均と同水準で推移しています。 

図表 合計特殊出生率（平成 19（2007）年～平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態推計」、千葉県衛生統計年報 
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（５）総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 平成８（1996）年、平成 14（2002）年に大きく社会減となり、その後は概ね自然増・社会

増であったものが、平成 25 年以降再び社会減となっています。また、平成 26 年以降は自然

減に転じており、自然増減・社会増減ともにマイナスで推移しています。 

図表 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 

※ 各年の値は、前年４月 1 日～３月 31日までを調査した数値です。 
※ 下の図表の「年齢階級別の人口移動の状況」は、その年の 12 月末日の数

値となるため、約１年の差が生じています。 

 

（６）年齢階級別の人口移動の状況 

 近年の人口移動の状況をみると、平成 23（2011）年までは転入超過の傾向が続いていまし

たが、平成 24（2012）年から転出超過に転じており、「０～14 歳」「15～64 歳」の転出が多

くなっています。 

図表 年齢階級別の人口移動の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

※各年の値は、その年の 12月末日の数値です。  



 

6 

 

97

5

117 124
170

296

415

266

152

56

91 99

-11

41
27 35

22 13

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

純移動数（人）

平成17年→平成22年

70
52

140

247

263
242

282

127

81
102 110

67
82

11

35

70 67

103

0

50

100

150

200

250

300

0
～

4
歳

→
5
～

9
歳

5
～

9
歳

→
1

0
～

1
4
歳

1
0
～

1
4
歳

→
1

5
～

1
9
歳

1
5
～

1
9
歳

→
2

0
～

2
4
歳

2
0
～

2
4
歳

→
2

5
～

2
9
歳

2
5
～

2
9
歳

→
3

0
～

3
4
歳

3
0
～

3
4
歳

→
3

5
～

3
9
歳

3
5
～

3
9
歳

→
4

0
～

4
4
歳

4
0
～

4
4
歳

→
4

5
～

4
9
歳

4
5
～

4
9
歳

→
5

0
～

5
4
歳

5
0
～

5
4
歳

→
5

5
～

5
9
歳

5
5
～

5
9
歳

→
6

0
～

6
4
歳

6
0
～

6
4
歳

→
6

5
～

6
9
歳

6
5
～

6
9
歳

→
7

0
～

7
4
歳

7
0
～

7
4
歳

→
7

5
～

7
9
歳

7
5
～

7
9
歳

→
8

0
～

8
4
歳

8
0
～

8
4
歳

→
8

5
～

8
9
歳

8
5
～

8
9
歳

→
9

0
歳
～

純移動数（人）

平成17年→平成22年

２－２ 年齢階級別の人口動向分析 

（１）性別・年齢階級別の人口移動の状況 

 性別・年齢階級別の人口移動の状況を比較してみると、男性においては、「30～34 歳から

35～39歳」になるときに大幅な転入超過となっています。これは、30代の子育て世代におけ

る転入の影響が考えられます。 

女性においては、「15～19 歳から 20～24 歳」から「30～34 歳から 35～39 歳」までの年代

で大幅な転入超過となっており、高校や大学への進学に伴う転入及び子育て世代における転

入の影響が考えられます。 

 

図表 平成 17（2005）年→平成 22（2010）年の年齢階級別人口移動（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

図表 平成 17（2005）年→平成 22（2010）年の年齢階級別人口移動（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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図表 年齢階級別人口移動の推移（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

図表 年齢階級別人口移動の推移（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（２）転入転出の状況及び純移動数 

①鎌ケ谷市の転入・転出と純移動数 

平成 25（2013）年における転入・転出と移動数をみると、転入数は 4,558人、転出数は 4,717

人で、159人の転出超過となっています。 

 転入元・転出先はともに県内（通勤通学率 10％圏外）が最も多く、転入数 1,890人、転出

数 1,963人となっています。 

  

図表 鎌ケ谷市の転入・転出と純移動数（平成 25（2013）年） 

 転入数 転出数 純移動数 

県内（通勤通学率 10％圏内） 788 754 34 

県内（通勤通学率 10％圏外） 1,890 1,963 -73 

県外（東京圏） 1,035 1,132 -97 

県外（東京圏以外） 845 868 -23 

合計 4,558 4,717 -159 

  

※通勤通学率 10％圏とは、常住地における通勤・通学者数に占める、鎌ケ谷市で従業・通学する数の割合

が 10％以上の地域のことをいいます。例えば、Ａ市（町村）に住んでいる 15 歳以上の就労者（自営含

む）と通学者のうち、10％以上がＢ市に通っている場合、Ａ市はＢ市の通勤通学率 10％圏内となります。

本市においては、船橋市が該当します。 
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②転入者の状況 

 鎌ケ谷市への転入は、東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）からの転入が最も多

くなっており、そのうち６割近くが千葉県内からの転入となっています。 

 県内の市町村からの転入は、隣接する船橋市、松戸市、市川市、柏市、白井市と、千葉市

からが多くなっています。 

 

図表 移動前の住所地別転入者数（地域ブロック別・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 

 

図表 移動前の住所地別転入者数（千葉県内市町村別・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 
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 ③転出者の状況 

 鎌ケ谷市の転出者数は、８割以上が東京圏内への転出となっており、うち５割以上が千葉

県内への転出となっています。 

 県内への転出者については、船橋市、松戸市、柏市、市川市、白井市と続いています。 

 

図表 移動後の住所地別転出者数（地域ブロック別・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 

 

図表 移動後の住所地別転出者数（千葉県内市町村別・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 
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（３）５歳階級別・性別転入転出数、純移動数の状況 

 ５歳階級別・性別にみると、転入については、男女とも 25～29 歳が最も多く、次に 30～

34歳が多くなっています。転出についても同様であり、いずれも県内（通勤通学率 10%圏外）

が占める割合が高くなっています。 

 

図表 ５歳階級別転入数の状況（男性・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 

 

図表 ５歳階級別転入数の状況（女性・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 
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図表 ５歳階級別転出数の状況（男性・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 

 

図表 ５歳階級別転出数の状況（女性・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 
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 鎌ケ谷市の地域４区分別の純移動の状況を見ると、男性においては県外及び県内（通勤通

学率 10％圏外）への転出が多く、県内（通勤通学率 10％圏内）からの転入を上回っています。 

女性においても、県外（東京圏以外）及び県内（通勤通学率 10％圏内）からの転入を上回

り、県外（東京圏）及び県内（通勤通学率 10％圏外）の地域への転出が多くなっています。 

５歳階級別にみると、男女ともに、15～19歳、20～24歳、40～44歳において、転入超過

となっています。一方、25～29歳、30～34歳では転出超過となっており、男性は県内（通勤

通学率 10％圏外）及び県外（東京圏以外）、女性は県外（東京圏）及び県内（通勤通学率 10％

圏外）への転出が多い傾向にあります。 

なお、県外（東京圏以外）への移動においては、男性は転出が多いのに対し、女性は転入

が多くなっています。 

 

図表 鎌ケ谷市の純移動（平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 
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図表 ５歳階級別純移動の状況（男性・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 

 

図表 ５歳階級別純移動の状況（女性・平成 25（2013）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳移動報告 

※内閣府地方創生推進室による上記統計の特別集計結果 
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２－３ 産業別就業・雇用に関する人口分析 

 本市の産業別就業人口を見ると、第１次産業及び第２次産業の減少が続く一方で、第３次産

業は増加傾向にあります。市全体の就業人口は、減少傾向が続いています。 

 

図表 産業別就業人口（15歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

男女別産業人口を見ると、男性は卸売業、小売業の就業者数が最も多くなっており、次に製造業、

建設業が多い傾向にあります。女性も、卸売業、小売業の就業者数が最も多く、次に医療、福祉、

製造業が多い傾向にあります。 

 

図表 男女別産業人口（平成 22（2010）年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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 主な産業別に男女別就業者の年齢階級を見ると、他の産業と比較して、農業・林業等の第１

次産業における 60歳以上が男女とも半数近くを占めており、高齢化が進んでいることが分かり

ます。 

 

図表 年齢階級別産業人口（平成 22（2010）年 10月１日現在） 

 

資料：国勢調査 
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３ 将来人口の推計及び分析 

３－１ 将来人口推計 

（１）社人研推計準拠（パターン１）、日本創生会議推計準拠（パターン２）、市独自推計（パタ

ーン３）の推計の比較 

 パターン１（社人研推計準拠）とパターン２（日本創生会議推計準拠）による平成 52（2040）

年の総人口は、それぞれ 103,974人、108,227人であり、約 4,000人の差が生じています。 

 本推計においては、平成 17（2005）年～平成 22（2010）年の国勢調査（実績）の移動の傾

向を踏まえて算出しており、本市の場合、その期間における人口移動が転入超過基調にある

ため、全国の総移動数が平成 22（2010）年から平成 27（2015）年までと概ね一定水準で推移

するとの仮定に基づくパターン２の推計の方が、人口減少が緩やかとなる見通しとなってい

ます。 

また、パターン１の推計を利用し、平成 27（2015）年の人口を常住人口の実績値を採用し

て市独自の推計（パターン３）を行ったところ、平成 72（2060）年の人口は 89,280 人であ

り、パターン１の 90,908人と約 1,600人の差が生じています。 

 

図表 パターン１・パターン２・パターン３の総人口推計の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※パターン１は、平成 52（2040）年までの出生・死亡・移動等の傾向がその後も継続すると仮定

して、平成 72（2060）年まで推計した場合を示しています。 

 パターン２は、日本創生会議の推計に準拠し、全国の移動総数が概ね一定水準との仮定の下で

平成 52年までの推計を示しています。 

 パターン３は、パターン１の推計に準拠し、平成 27（2015）年４月１日現在の常住人口の数値

を用いた推計を示しています。 
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（２）人口の減少段階 

 「人口減少段階」は、「第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）」「第２段階：老年人口の

維持・微減」「第３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされています。 

 パターン１（社人研推計準拠）を活用して本市の人口減少段階を推計すると、平成 57（2045）

年までは「第１段階：老年人口の増加」に該当し、それ以降は「第２段階：老年人口の維持・

微減」に入ると予測されています。 

 

図表 鎌ケ谷市の人口減少段階 

 

資料：パターン１より作成。2010年の人口を 100とし、各年の人口を指数化しています。 

 

（単位：人） 

 平成 22 

（2010）年 

平成 52 

（2040）年 

平成 22年を 100とした場合の

平成 52（2040）年の指数 

人口減

少段階 

総人口 107,852 103,974 96 

１ 
老年人口（65歳以上） 23,798 35,930 151 

生産年齢人口（15～64歳） 69,766 57,174 82 

年少人口（０～14歳） 14,288 10,870 76 
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３－２ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

（１）自然増減・社会増減の影響度の分析 

 パターン１とシミュレーション１の比較により、将来人口に及ぼす出生の影響度（自然増減

の影響度）の分析を行いました。また、シミュレーション２との比較により、将来人口に及ぼ

す移動の影響度（社会増減の影響度）の分析を行いました。 

 シミュレーション１は、社人研推計に準拠したパターン１の出生に関する仮定を変更して推

計を行ったものです。シミュレーション１による平成 52（2040）年の総人口を、パターン１に

よる平成 52（2040）年の総人口で除して得た数値は、出生率が人口置換水準まで上昇すると仮

定した場合に平成 52（2040）年の人口がどの程度増加したものになるかを表すものであり、こ

の値が大きいほど出生の影響度が大きい（現在の出生率が低い）ことを表します。 

 シミュレーション２は、出生の仮定はシミュレーション１と同じであり、移動に関する仮定

を変えて推計を行ったものです。シミュレーション２による平成 52（2040）年の総人口を、シ

ミュレーション１による平成 52（2040）年の総人口で除して得た数値は、人口が均衡（移動が

ない場合と同様）すると仮定した場合に平成 52（2040）年の人口がどの程度増減したものにな

るかを表すものであり、この値が大きいほど移動の影響が大きい（現在の転出超過が大きい）

ことを表します。 

図表 シミュレーションの内容 

シミュレーションの概要 基準年 推計年 

シミュレーション１ 

パターン１(社人研推計準拠)において、合計特殊出生率が平成

52（2040）年までに人口置換水準（2.07）まで上昇すると仮定 

2010年 2015年、2020年、 

2025年、2030年、 

2035年、2040年 

シミュレーション２ 

パターン 1（社人研推計準拠）において、合計特殊出生率が平

成 52（2040）年までに人口置換水準（2.07）まで上昇し、か

つ移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定 

2010年 2015年、2020年、 

2025年、2030年、 

2035年、2040年 

 ※人口置換水準とは、人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準のことをいいます。 

  

本市では、自然増減の影響度が「３（影響度 105～110％）」、社会増減の影響度が「１（影響

度 100％未満）」となっており、社会増減の影響度は低く、自然増減の影響度が高くなっていま

す。そのため、流入人口の施策については、これまで同様引き続き取り組むとともに、出生率

の上昇につながる施策について、今後取り組むことが、人口減少度合いを抑え、歯止めをかけ

る上で効果的であると考えられます。 

図表 自然増減、社会増減の影響度 

分類 計算方法 影響度 

自然増減

の影響度 

シミュレーション１の平成 52（2040）年推計人口＝111,452（人） 

パターン１の平成 52（2040）年推計人口＝103,974（人） 

 ⇒111,452（人）／103,974（人）＝107.2％ 

３ 

社会増減

の影響度 

シミュレーション２の平成 52（2040）年推計人口＝98,895（人） 

シミュレーション１の平成 52（2040）年推計人口＝111,452（人） 

 ⇒98,895（人）／111,452（人）＝88.7％ 

１ 
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※自然増減の影響度：上記計算方法により得た数値に応じて５段階に整理（１：100％未満、２：100～105％、

３：105～110％、４：110～115％、５：115％以上の増加）。 

 社会増減の影響度：上記計算方法により得た数値に応じて５段階に整理（１：100％未満、２：100～110％、 

３：110～120％、４：120～130％、５：130％以上の増加）。 

100％未満には、「パターン１（社人研推計準拠）」の将来の純移動率の仮定値が転入超

過基調となっている市町村が該当します。 

 

（２）総人口の分析 

 出生率が上昇しかつ人口移動が社人研推計と同等程度見込める場合、平成 52（2040）年の

総人口は 111,452 人になると予測されています。一方、出生率が上昇しかつ人口移動が均衡

した場合には、平成 52（2040）年に総人口が約 98,895人と推計されています。 

 本市においては、19ページで前述したとおり、将来人口に及ぼす社会増減の影響度は自然

増減の影響度と比較すると低くなっていますが、転入超過基調の移動の傾向（17ページ参照）

が今後も継続しない（移動が均衡する）と仮定した場合は、パターン１の推計よりも人口減

少が進むことが予測されます。そのため、これまでの移動の傾向を今後も一定程度維持する

とともに、出生率の上昇につながる施策に取り組むことが、人口減少の抑制に効果的である

と見込まれます。 

図表 総人口の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※シミュレーション１は、将来人口推計における社人研推計準拠（パターン１）において、合計特殊出生率

が平成 52（2040）年までに人口置換水準（2.07）まで上昇すると仮定しています。シミュレーション２は、

シミュレーション１かつ移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定しています。 
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（３）人口構造の分析 

 シミュレーションの結果を用いて、年齢３区分ごとに平成 22（2010）年と平成 52（2040）

年の人口増減率を算出すると、パターン１と比較して、シミュレーション１、２は「０～14

歳」人口の減少率が増加に転じています。 

一方、「15～64 歳人口」は、「０～14 歳人口」と比べ、パターン１とシミュレーション１、

２との間でそれほど大きな差は見られません。 

また、「20～39歳女性人口」は、シミュレーション２で 37.6％と減少が見込まれています。 

 

図表 推計結果ごとの人口増減率 

単位：人 

 総人口 

0-14歳人口 
15-64歳 

人口 

65歳以上 

人口 

20-39歳 

女性人口 
 うち0-4

歳人口 

2010年 現状値 107,852 14,288 4,656 69,766 23,798 14,018 

2040年 パターン1 103,974 10,870 3,502 57,174 35,930 10,373 

 シミュレーション1 111,452 16,953 5,600 58,569 35,930 11,065 

 シミュレーション2 98,895 14,472 4,675 50,067 34,356 8,743 

パターン2 108,227 11,510 3,771 60,645 36,073 11,276 

 

単位：人 

 総人口 

0-14歳人口 
15-64歳 

人口 

65歳以上 

人口 

20-39歳 

女性人口 
 うち0-4

歳人口 

2010年

→ 

2040年 

増減率 

パターン1 -3.6  -23.9  -24.8  -18.0  51.0  -26.0  

 シミュレーション1 3.3  18.7  20.3  -16.0  51.0  -21.1  

 シミュレーション2 -8.3 1.3 0.4 -28.2 44.4 -37.6 

パターン2 0.3 -19.4 -19.0  -13.1 51.6 -19.6 
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（４）老年人口比率の変化 

 パターン１とシミュレーション１、２について、平成 52（2040）年時点の過程を平成 72（2060）

年まで延長して推計すると、パターン１では平成 67（2055）年まで老年人口比率が上昇を続け

ると予測されます。 

 一方、シミュレーション１、２では、合計特殊出生率が平成 42（2030）年までに人口置換水

準（2.07）まで上昇すると仮定していることから、人口構造の高齢化抑制の効果が現れ始め、

平成 62（2050）年頃をピークに老年人口比率が低下していくと予測されます。 

 

図表 平成 22（2010）年から平成 72（2060）年までの総人口・年齢３区分別人口比率 

 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

パターン1 総人口（人） 107,852 110,501 111,102 110,470 108,850 106,558 103,974 101,212 98,246 94,832 90,908 

  年尐人口比率 13.2% 12.8% 12.1% 11.4% 10.7% 10.5% 10.5% 10.4% 10.1% 9.8% 9.6% 

  生産年齢人口比率 64.7% 60.4% 59.1% 59.5% 59.6% 58.1% 55.0% 53.2% 52.3% 52.4% 52.8% 

  65歳以上人口比率 22.1% 26.8% 28.8% 29.1% 29.7% 31.4% 34.6% 36.4% 37.5% 37.7% 37.6% 

   75歳以上人口比率 8.1% 11.3% 15.1% 18.5% 19.4% 18.9% 19.0% 20.6% 23.6% 25.2% 25.6% 

 シミュ

レーシ

ョン1 

総人口（人） 107,852 110,289 111,234 111,845 112,216 111,907 111,452 111,100 110,815 110,381 109,808 

 年尐人口比率 13.2% 12.6% 12.2% 12.5% 13.6% 14.7% 15.2% 15.2% 15.2% 15.2% 15.4% 

 生産年齢人口比率 64.7% 60.6% 59.0% 58.8% 57.6% 55.4% 52.6% 51.6% 51.5% 52.4% 53.5% 

 65歳以上人口比率 22.1% 26.8% 28.7% 28.7% 28.8% 29.9% 32.2% 33.2% 33.3% 32.4% 31.1% 

  75歳以上人口比率 8.1% 11.3% 15.1% 18.3% 18.8% 18.0% 17.7% 18.8% 20.9% 21.6% 21.2% 

 シミュ

レーシ

ョン2 

総人口（人） 107,852 107,729 106,833 105,517 103,871 101,493 98,895 96,417 94,010 91,393 88,547 

 年尐人口比率 13.2% 12.7% 12.2% 12.3% 13.3% 14.2% 14.6% 14.6% 14.7% 14.8% 15.0% 

 生産年齢人口比率 64.7% 60.1% 58.2% 57.7% 56.3% 53.8% 50.6% 49.4% 49.2% 50.0% 51.4% 

 65歳以上人口比率 22.1% 27.2% 29.6% 29.9% 30.4% 32.0% 34.7% 36.0% 36.2% 35.2% 33.6% 

  75歳以上人口比率 8.1% 11.3% 15.3% 19.0% 19.9% 19.1% 19.0% 20.4% 23.1% 24.0% 23.6% 

 

図表 老年人口比率の長期推計 
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３－３ 人口の変化が地域の将来に与える影響 

 これまで見てきたように、少子・高齢化を伴った人口減少は、地域経済や医療、教育など

様々な分野において以下のような影響を及ぼすことが想定されます。 

 

（１）地域生活 

 人口の流出や高齢化により、小売りや飲食、医療等の住民サービスが地域から撤退し、日

用生活が不便になる恐れがあります。また、地域活動の担い手の減少も予測され、自治会や

消防団といった地域の自主的な活動が低下し、地域社会の機能低下が危ぶまれます。 

 

（２）地域経済・雇用 

 生産年齢人口の減少に伴い労働力不足が深刻化するとともに、従業員の高齢化や後継者不

足により、技術や事業の伝承が困難となることが予測されます。また、鎌ケ谷市の農業にお

いては、16ページで前述したとおり就業者の高齢化が進んでおり、担い手の育成が課題とな

っています。 

 

（３）医療・福祉 

 老年人口の増加により、後期高齢者医療保健や介護保険の加入が増加しており、医療や介

護の需要の増加が見込まれる一方で、生産年齢人口の減少が進むことにより、現役世代によ

る社会保障費の負担が増加することが懸念されます。 

本市では、医療・福祉の就業者数は増加傾向にありますが、今後、地域で暮らす高齢者を

支える医療、福祉、介護に携わる専門の人材の不足も想定されます。 

 

（４）教育 

 年少人口の減少により、学級数や児童数が減ることで、子どもたちが学び成長する機会の

減少など、教育活動の質への影響が懸念されます。 

 

（５）公共施設の維持管理・更新等 

 本市の公共施設は、昭和 40 年代から 50 年代の人口増大期に建設したものが多く、その多

くが老朽化し大規模修繕を含む施設の更新時期を迎えています。その中で、現状の公共施設

は、東日本大震災の発生に伴い、耐震改修を積極的に進めたところですが、施設の外壁や給

排水設備などについては、今後も耐用年数をもとに計画的な改修を進めていく必要がありま

す。 

人口減少等の理由により税収が減少する中、公共施設を維持するためには、このような維

持管理経費、補修費の負担増大を圧縮することが大きな課題となっています。 

 

（６）市の財政状況 

   本市の一般会計における財政状況は、継続してきた行財政改革等により、健全な運営とな

っています。 

   しかし、上記で述べたような少子高齢化の急激な進展の中で、各種扶助費や国民健康保険

特別会計をはじめとした繰出金の増、社会保障関連経費の増など、将来的に歳出は、増加す
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ることが見込まれます。 

   一方、歳入については、生産年齢人口の減少に伴う市税等の減少も見込まれていることか

ら、今後もバランスのとれた持続可能な行財政運営を維持していく必要があります。 

 

図表 一般会計歳入・歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：統計かまがや（平成 26 年版） 
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４ 人口の将来展望 

４－１ 将来展望に当たって参考となる調査等 

人口の将来展望を検討するにあたり、市民の結婚・出産・子育てに関する意向や、転入者・

転出者における定住の意向及び定住の際に重視する要素が何かなどを把握するため、以下の３

つの調査を実施しました。 

図表 調査概要 

調査件名 結婚・出産・子育てに関

するアンケート 

転入者アンケート 転出者アンケート 

調査対象 市内在住の市民 3,000名 平成 26年 11月～平成 27

年 4月の間に転入届を提

出された方（2,015名） 

平成 26年 11月～平成 27

年 4月の間に転出届を提

出された方（2,616名） 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査時期 平成 27年５～６月 

回収率 40.8％ 37.9％ 28.5％ 

 

（１）結婚・出産・子育てに関するアンケート 

市民の結婚・出産・子育てに対する意向を把握するため、平成 27 年６月に、市内在住の市

民を対象に「結婚・出産・子育てに関するアンケート」を実施しました。 

理想とする子どもの数の平均が 2.2人、予定する子どもの数の平均が１人となっており、近

年の合計特殊出生率と比べ、低い水準となっています。その理由としては、子育てや教育にか

かる費用が障壁となっており、子育て・教育や出産にかかる費用、保育料等の軽減措置の支援

を望む声が多いことが挙げられます。また、職場における理解や支援、育児休業制度の充実に

ついても、回答が多くなっています。 

結婚を支援するため行政が実施することが望ましい施策についても、「子育てしやすい社会

環境づくり」が 75.9％と最も多くなっており、子育てのしやすさが結婚においてもポイントと

なっていることが伺えます。 
 

図表 現在の子どもの数・理想とする子どもの数・    図表 現在の子どもの数と予定する子どもの数が、理想 

予定する子どもの数                  とする子どもの数より少ない理由（複数回答） 
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負担が大きいから

自分の仕事に差し支えるから

家が狭いから

欲しいけれどもできないから

健康上の理由から

自分や夫婦の生活を

大切にしたいから

子どもがのびのび育つ

環境ではないから

配偶者・家族の協力が

得られないから

定年退職までに成人

してほしいから

その他

無回答
N=550

MA=1,103

49.0 

17.3 

23.3 

6.3 

0.8 

0.2 

3.0 

4.9 

4.8 

53.0 

29.7 

2.4 

1.4 

3.7 

46.0 

14.3 

28.1 

5.4 

0.9 

0.2 

5.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

０人

１人

２人

３人

４人

５人以上

無回答

（％）

現在の子どもの数 理想とする子どもの数 予定する子どもの数

現在の子どもの数の平均：0.9人

理想とする子どもの数の平均：2.2人

予定する子どもの数の平均：１人

N=1,218
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36.2

27.0

26.2

24.5

23.9

23.3

19.9

19.3

17.0

16.9

14.3

10.0

4.2

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職場における理解や支援

その他の子育て・教育

費用の負担軽減措置

待機することなく入所

できる保育所の整備

育児休業制度の充実

出産費用の負担軽減措置

保育料の軽減措置

地域や社会全体での

子育ての応援体制

育児・家事に対する

家族等のバックアップ

子どもがケガや病気の時に

預けられる施設の充実

子どもの安心安全な

活動場所の確保

長時間保育の実施

職場内保育所の整備

その他

無回答
N=1,218

MA=3,254

75.9

59.5

46.3

21.9

7.2

6.2

2.5

5.9

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育てしやすい社会環境づくり

安定した雇用の確保

結婚祝金などの経済的支援

結婚したい男女の

出会いの場の提供

コミュニケーションセミナー

結婚相談窓口の設置

その他

特にない

無回答
N=1,218

MA=2,768

45.8

40.2

29.9

26.0

24.3

24.3

23.3

23.1

21.3

19.7

16.4

16.2

15.5

15.2

12.4

11.6

11.2

8.8

8.4

8.3

7.8

6.3

5.3

5.3

5.1

4.1

22.8

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公園等の遊び場の不足

医療体制の不足

医療費助成制度の不足

保育所へ入りにくい

保育サービスの不足

市立小中学校への…

保育料が高い

図書館・公民館の不足

一時預かり施設の不足

徒歩圏内での…

学校給食の不足

治安が悪い

自然環境が悪い

幼稚園の不足

英語教育が盛んでない

地域ｺﾐｭﾆﾃｨが活発でない

習い事へ通いにくい

子育ての相談体制の不足

祖父母の協力がない

地域のｽﾎﾟｰﾂ活動の不足

学習塾へ通いにくい

放課後児童ｸﾗﾌﾞへ入りにくい

市立小中学校の選択制がない

首都圏の私立学校へ…

部活動が盛んでない

保健指導の不足

その他

無回答
N=605

MA=2,789

図表 子どもをもったり、理想の子どもの数に近づくために 図表 結婚を支援するため行政が実施することが 

必要な支援・対策（複数回答）              望ましい施策（複数回答） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、鎌ケ谷市が出産・子育てしやすいまちだと思うと回答した人は 43.9％で、出産・子育

てしにくいまちだと思うと回答した人が 49.7％と若干多くなっていますが、この結果について

は、近隣市とほぼ同様の結果となっています。 

なお、出産・子育てしにくいまちだと思う主な理由としては、公園等の遊び場の不足に加え、

医療体制・医療費助成制度の不足や保育所へ入りにくい、保育所サービスの不足等が挙げられ

ており、医療体制や助成制度、保育サービスの充実を求める意見が多い結果となっています。 

図表 鎌ケ谷市の出産・子育てのしやすさ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 鎌ケ谷市が出産・子育てがしにくいと思う

理由（複数回答） 

出産・子育て

をしやすいま

ちだと思う

43.4%出産・子育て

をしにくいま

ちだと思う

49.7%

無回答

6.9%

N=1,218
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就職、転勤、

転職
31.1%

退職
3.5%

学校の都合
0.9%

子どもの学

校の都合
2.9%

住宅の都合
24.6%

結婚
13.9%

出産
2.9%

親の介護
2.5%

その他
16.6%

無回答
1.1%

N=753

（２）転入に関するアンケート 

平成 27年６月に、半年以内に鎌ケ谷市内へ転入した市民を対象に「転入に関するアンケー

ト」を実施しました。 

千葉県内の市町村及び東京都、神奈川県、埼玉県等の近隣自治体からの転入が多く、千葉

県内においては、船橋市、松戸市、市川市、千葉市、白井市など、隣接する自治体からの転

入が多くなっています（９ページ参照）。 

 転入のきっかけとしては、「就職、転勤、転職」

が 31.1％と最も多く、「住宅の都合」が 24.6％、

「結婚」が 13.9％と続いています。鎌ケ谷市で

の住まいを決めた理由としては、「住宅価格・家

賃が適当」が 60.9％と最も多く、次に「交通の

便がよい」が 34.5％、「静かな居住環境」が 26.4％

と続いています。また、「子育てしやすいから」

と回答した人は 3.6％であったが、市立小中学校

が近い、保育所に入りやすい、祖父母に助けても

らえることなどが、その理由となっています。 

鎌ケ谷市の住みやすい点としては、「買物・通院などの日常生活が便利」「静かな居住環境」

「交通の便が良い」「住宅価格、家賃が適当」などが多く挙げられていますが、一方で住みに

くい点として「道路など都市基盤が整備されていない」「交通の便が悪い」「買物・通院など

の日常生活が不便」などが多く挙げられていることから、都市基盤の整備、交通や生活サー

ビスの利便性の向上が課題として捉えられます。 

 

図表 転入後の住まいを決めた理由   図表 鎌ケ谷市の住みやすい点  図表 鎌ケ谷市の住みにくい点 

   （複数回答）             （複数回答）          （複数回答） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

図表 転入を決めたきっかけ 

54.9

54.0

51.7

39.0

26.0

22.5

21.6

19.4

14.6

13.3

7.3

5.4

5.1

3.8

1.6

1.0

0.3

0.3

3.5

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

買物・通院などの

日常生活が便利

静かな居住環境

交通の便が良い

住宅価格、家賃が適当

緑が多い

職場、学校が近い

親や子どもの家に近い

治安が良い

知り合いや友人がいる

街のイメージがよい

近所づきあいがよい

子育てしやすい

道路など都市基盤が

整備されている

医療環境が充実している

福祉が充実している

教育環境がよい

市立学校の教育内容がよい

文化芸術の鑑賞や活動に便利

その他

無回答
N=315

MA=1,089

67.2

49.6

41.6

16.8

15.2

15.2

13.6

13.6

13.6

8.8

8.8

8.0

7.2

7.2

6.4

4.0

2.4

1.6

27.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路など都市基盤が

整備されていない

交通の便が悪い

買物・通院などの

日常生活が不便

治安が悪い

職場、学校が遠い

医療環境が充実していない

騒がしい居住環境

街のイメージが悪い

知り合いや友人がいない

子育てしにくい

文化芸術の鑑賞や活動に不便

福祉が充実していない

住宅価格、家賃が適当でない

緑が尐ない

親や子どもの家に遠い

近所づきあいが悪い

教育環境が悪い

市立学校の教育内容が悪い

その他

無回答
N=125

MA=410

60.9

34.5

26.4

24.9

23.0

19.5

10.9

10.1

7.3

7.1

6.2

5.8

3.6

1.9

1.1

0.4

0.2

0.0

0.0

7.1

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅価格、家賃が適当だから

交通の便が良いから

静かな居住環境だから

買物など日常生活が便利だから

職場、学校が近いから

親や子どもの家に近いから

緑が多いから

知り合いや友人がいるから

以前住んでいたことがあるから

自然災害が尐ないから

街のイメージがよいから

治安が良いから

子育てしやすいから

医療環境が充実しているから

道路など都市基盤が

整備されているから

教育環境がよいから

福祉が充実しているから

公立学校の教育内容がよいから

文化芸術の鑑賞や

活動に便利だから

その他

無回答
N=466

MA=1,195
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（３）転出に関するアンケート 

平成 27年６月に、半年以内に鎌ケ谷市外へ転出した方を対象に「転出に関するアンケート」

を実施しました。 

転出後の住まいとしては、千葉県内の市町村及び東京都、神奈川県、埼玉県、茨城県が多く

なっており、千葉県内では船橋市、松戸市、柏市、市川市、白井市の順に多く、転入とほぼ同

様の傾向を示しています。 

転出のきっかけとしては、「就職・転勤・転職」が 31.5％と最も多く、次に「住宅の都合」

が 20.9％、「結婚」が 15.1％となっています。転出後の住まいを決めた理由として多かったの

が、「住宅価格・家賃が適当だから」に続き、「職場、学校が近いから」「交通の便が良いから」

が挙げられています。 

 

図表 転出を決めたきっかけ         図表 転出後の住まいを決めたきっかけ（複数回答）           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鎌ケ谷市に住んだ感想についてみると、約８割の

人が「住みやすかった」と回答しており、その理由

は「買い物など日常生活が便利」「交通の便が良い」

「静かな居住環境」が多くなっています。 

一方、鎌ケ谷市が住みにくい理由として、「道路

など都市基盤が整備されていない」「交通の便が悪

い」「職場・学校が遠い」が挙げられていることか

ら、転出にあたっては、職場・学校へのアクセスや

交通の便のよさがポイントとなっていることが伺

えます。 

就職、転勤、

転職
31.5% 退職

2.5%

学校の都合
0.8%

子どもの学

校の都合
2.9%

住宅の都合
20.9%

結婚
15.1%

出産
2.3%

親の介護
1.5%

その他
21.6%

無回答
1.0%

N=733

図表 鎌ケ谷市の住みやすさ 

住みやす

かった
77.9%

住みにく

かった

18.1%

無回答

4.0%

N=733

38.1

35.3

32.6

25.5

20.7

18.3

11.6

10.9

10.5

9.1

7.9

7.6

6.8

5.0

5.0

3.8

2.9

2.0

1.5

15.3

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅価格、家賃が適当だから

職場、学校が近いから

交通の便が良いから

買物など日常生活が便利だから

静かな居住環境だから

親や子どもの家に近いから

緑が多いから

街のイメージがよいから

子育てしやすいから

道路など都市基盤が

整備されているから

知り合いや友人がいるから

治安が良いから

以前住んでいたことがあるから

自然災害が尐ないから

医療環境が充実しているから

教育環境がよいから

福祉が充実しているから

公立学校の教育内容がよいから

文化芸術の鑑賞や

活動に便利だから

その他

無回答
N=733

MA=2,033
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図表 鎌ケ谷市の住みやすい点（複数回答）     図表 鎌ケ谷市の住みにくい点（複数回答） 

  

  

   

40.7

36.8

34.8

23.5

21.7

21.0

18.7

16.0

9.8

8.6

7.2

6.7

4.9

4.2

3.0

1.2

0.8

0.3

5.3

15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

買物など日常生活が便利

交通の便が良い

静かな居住環境

住宅価格、家賃が適当

知り合いや友人がいる

緑が多い

治安が良い

職場、学校が近い

近所づきあいがよい

街のイメージがよい

医療環境が充実している

親や子どもの家に近い

子育てしやすい

道路など都市基盤が

整備されている

福祉が充実している

教育環境がよい

市立学校の教育内容がよい

文化芸術の鑑賞や活動に便利

その他

無回答
N=733

MA=2,060

26.9

22.8

13.0

12.1

7.2

6.8

6.5

5.5

5.5

5.3

5.2

5.2

4.9

4.6

4.2

3.1

2.6

1.6

10.6

34.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路など都市基盤が

整備されていない

交通の便が悪い

職場、学校が遠い

買物など日常生活が不便

治安が悪い

騒がしい居住環境

知り合いや友人がいない

住宅価格、家賃が適当でない

親や子どもの家が遠い

子育てしにくい

医療環境が充実していない

文化芸術の鑑賞や活動に不便

緑が尐ない

福祉が充実していない

近所づきあいが悪い

街のイメージが悪い

教育環境が悪い

市立学校の教育内容が悪い

その他

無回答
N=733

MA=1,382
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４－２ 目指すべき将来の方向 

（１）現状と課題の整理 

 本市においては、平成 32（2020）年までは人口が増加傾向にありますが、その後減少傾向に

転じ、平成 52（2040）年には 103,974人程度まで減少することが予測されています。また、今

後、何も手を打たなければ平成 72（2060）年には、37．6％の高齢化率になることが見込まれ

ます。 

 自然増減については、出生数が平成７（1995）年以降大きく変化していないのに対し、死亡

数は徐々に増加傾向にあります。合計特殊出生率は県平均と直近では同じ数値を示しています

が、前回の 1.38から 1.33へと低下しており、少子化が進んでいます。 

 社会増減については、平成 23（2011）年以降、転入の減少及び転出の増加が続いていました

が、転入は増加傾向に転じています。主な転出先は、周辺市町村となっています。 

人口移動を年齢階級別にみると、高校や大学等への進学等に伴う 10 歳代後半と、30 歳代の

子育て世代における転入超過の傾向があり、また、女性においては、20～30歳代の子育て世代

の転入も多い傾向にあります。 

一方で、前述した市が実施したアンケートの結果では、子育てに関する市民のニーズが高く、

子育て環境における課題があることが伺えます。また、交通や日常生活の利便性の観点から、

進学や就職・転勤・転職等のタイミングで他市へ転出する可能性が高いことから、雇用・就労

環境や教育環境の充実が定住に向けた課題となっていることが伺えます。 

また、平成 27（2015）年の人口を常住人口の実績値とし、社人研の推計方法に準じて平成 72

（2060）年まで延長して推計した市の独自推計では、平成 72（2060）年には 89,280 人になる

と予測されています。 

以上のことから、本市の人口減少は日本全体から比べるとやや緩やかであるが、将来的に訪

れる人口減少に歯止めをかけるため、効果的な施策を早期に実施していくことが必要です。 

 

（２）目指すべき将来の方向 

 子どもからお年寄りまで、あらゆる世代がいつまでも安心して暮らすことができる、活気

と魅力あふれるふるさととなることを目指します。 

 この実現のため、次の３つの方向を示し、様々な分野にわたる取組を長期にわたり実施し

ていきます。 

 

①鎌ケ谷の未来を担う、若い世代の希望を実現 ―出生率の向上―（自然増） 

 本市は、豊かな自然を有する地域であり、子どもの健やかな成長に適した環境が整って

います。このような環境を活かし、多くの人が子どもを生み育てることができるよう、若

い世代の結婚、出産、子育てにおける様々な希望をかなえるための取組を進めます。 

 

②人々が集まり、住まう、魅力あふれるまちの実現 ―人口の流入増―（社会増） 

 安定した雇用の確保、創出及び働きやすい環境の整備、教育環境の充実等により、人口

の流出に歯止めをかけます。また、地域資源の活用による鎌ケ谷市の魅力向上・発信等に

より、人口の流入を進めていきます。 
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③いつまでも安心して暮らすことのできるふるさとの実現 

 ―暮らしやすい社会づくり―（定住） 

 人口減少が進む中においても、その時々において移り変わるニーズに対応するため、地

域が連携し支え合い、鎌ケ谷に住むあらゆる世代の誰もがいつまでも安心して暮らすこと

のできるふるさとづくりを進めます。 
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107,852
109,112

108,491

106,900
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人口減尐に歯止めがかかる場合

４－３ 人口の将来展望  

これまでの分析や調査結果等を考慮し、本市が将来目指すべき人口の将来展望を以下に示しま

す。 

社人研の推計方法に準じて本市が推計した独自推計では、本市の総人口は平成 52（2040）年に

10万２千人程度になると推計されています。同研究所の推計方法に応じて平成 57（2045）年以降

も延長して推計すると、本市の総人口はそのまま減少を続け、平成 72（2060）年には９万人を下

回ることになります。 

これに対して、30ページより前述した「目指すべき将来の方向」に沿って対策を進め、次の仮

定を実現した場合、本市の総人口は平成 72（2060）年に約 10万７千人で安定します。 

 

＜仮定＞ 

・合計特殊出生率は、平成 32（2020）年に 1.6、それ以降は国の長期ビジョンと同様に平成 42

（2030）年に 1.8、平成 52（2040）年に 2.07まで上昇。 

・社会増減は、社人研推計の人口移動に加え、平成 32（2020）年までに 1,000人の社会増。 

2020年以降は、社人研推計の人口移動と同様。 

 

※このまま推移した場合 

・社人研推計における出生・死亡・移動に関する仮定にて推移。 

・合計特殊出生率は、平成 32（2020）年に 1.38、それ以降は 1.36で推移。 

 

 

図表 総人口の将来展望 
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図表 鎌ケ谷市人口ビジョン推計における年齢３区分別の将来展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－４ おわりに 

 人口減少や少子高齢化が進むと、社会保障費の増加による現役世代の負担増大や市の財政状

況への影響が懸念されるほか、労働力人口の減少や消費市場の縮小による地域経済の縮小、雇

用機会の減少を招き、ひいては都市機能の低下につながるなど、地域経済社会に甚大な影響を

与えることとなります。 

しかし、本ビジョンでは、人口減少を克服するための目指すべき将来の方向性と、本市の総

人口が平成 72（2060）年に約 10万７千人となる将来展望を示しています。 

 人口減少問題は、あらゆる主体が同じ認識のもとに立ち向かっていく必要があるため、本市

では、基本目標や施策の基本的方向、具体的な施策を示す「鎌ケ谷市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を策定し、地域のあらゆる主体の皆様と共に取り組んでいきます。 
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